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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、研究開始当初より、消費者によってなされるさまざまな高関与行動
を体系的に捉えるため、関与概念の概念規定、理論的枠組みの構築ならびに精緻化を図りながら、消費者の関与
水準（あるいは関与度）を正確に捉えるための関与尺度を開発することであった。
最終的に消費者行動研究における関与概念の概念整理を行い、既存尺度を中心としながら尺度開発を行った。現
在、詳細な解析を行いながら論文執筆を行っている。

研究成果の概要（英文）：From the outset, the aim of this research has been to develop a scale that 
accurately measures consumer involvement levels, while defining the concept of involvement and 
constructing a theoretical framework to systematically capture various high-involvement behaviors. 
We have conceptualized the notion of involvement in consumer behavior research and developed a new 
scale, taking existing scales into consideration. Currently, we are conducting detailed analyses and
 writing the manuscript.

研究分野：消費者行動論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義や社会的意義はそれぞれ下記である。学術的意義としては、多義的に用いられている関与
概念に対して、概念規定を捉える枠組みや統一的な概念規定の提示により、今後の研究における概念の一貫性が
保たれることで、研究結果の比較や統合が可能となる。その結果として、関与研究のみならず消費者行動研究に
おける関与概念に関する知識の累積が促進されることが期待される。社会的意義としては、消費者による高関与
行動についてより正確に捉え、理解することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
  
（1）近年、多くの製品カテゴリーにおいて市場の成熟化を背景に、競争や消費者ニーズに
対応する形で製品やブランドの多様化が進むなど消費者を取り巻く環境が変化している。また、
消費者のネットを活用した情報接触・収集の容易化により、消費者との接点における消費者の
行動の捕捉が重要視されるようになった。その際、製品カテゴリーやブランドに対する消費者
の関与によって消費者の行動が異なることが考えられる。具体的には、製品やサービスあるい
はそのブランドに対する関与が高いほど、消費者はさまざまな接点を有し、それぞれの接点に
おいて多様な行動を行うと考えられる。こうした消費者の関与について、消費者行動研究では、
古くから消費者の購買に費やす努力や情報処理の程度、広くは購買行動の多様性を説明する非
常に重要な概念として捉えられ、多くの研究が蓄積されてきた。 
（2）加えて、消費者が製品・サービスに対してソーシャルメディア上などでクチコミや発
信を行うことで、企業は消費者に対して購入以外の価値を見出すようになっている。消費者が
特定の製品・サービスに対する高関与行動を明らかにすることが重要となってきている。しか
しながら、初期の関与研究は、1960 年代当時の消費者行動研究が製品カテゴリーおよび購買
に対しても高関与である消費者とその行動のみを対象にしてきたことに対する反発のため、低
関与行動からスタートし、一時、消費者行動研究における支配的見解を持つに至ったこともあ
り、高関与行動に対する理解は限定的なままとなっている。 
 
２．研究の目的 
  
本研究（「高関与行動の体系的理解と尺度開発」）の目的は、消費者によってなされるさまざ
まな高関与行動を体系的に捉えるため、関与概念の概念規定、理論的枠組みの構築ならびに精
緻化を図りながら、消費者の関与水準（あるいは関与度）を正確に捉えるための関与尺度を開
発することであった。 
 本研究を足掛かりとして、消費者の高関与行動の体系的理解を得ることが狙いである。 
 
３．研究の方法 
  
（1）関与に関わる文献サーベイを行うことで、多義的に捉えられている関与の概念整理を
行った。 
（2）加えて、新たに概念規定した関与概念を適切に測定するため、既存尺度をプールし、
新たな項目を加えた上でその整合性を確認し、消費者調査を行った。その際、製品・サービス
一般に対する関与を測定するため、製品とサービスのそれぞれにおいて複数のカテゴリーを対
象に調査を行っている。 
 
４．研究成果 
  
関与概念の捉え方について、消費者行動研究における関与研究の体系的な整理を行った。 
（1）その結果、関与概念が多義的に用いられていることや、関与以外の変数が含まれてい
ることが確認された。その背景にあるのは、社会心理学領域における自我関与がマーケティン
グや消費者行動研究におけるさまざまな領域において適用されたことがあげられる。関連して、
先行研究においては、製品カテゴリー、購買、コミュニケーションなどのさまざまな対象が関
与の対象として取りあげられてきたことも一因である。 
（2）加えて、関与概念の尺度においても、関与の概念規定が不十分であるために、その尺
度には関与の原因変数や結果変数が含まれているという問題が確認された。加えて、統一的な
尺度もないことが確認された。この点については、さまざまな研究領域ないしさまざまな関与
対象にする関与尺度が必要なのか、あるいは、唯一の関与尺度が必要なのかの検討が必要とな
る。 
（3）こうした問題を踏まえ、関与概念の概念規定を行った。この概念規定については、論
文投稿前であるため、割愛する。その際、唯一の概念規定を行うだけでなく、先行研究におけ
る関与概念の定義の整理枠組みについても提示した。この枠組みは、先行研究における関与概
念の位置づけを把握するための指針となる。 
（4）加えて、新たに概念規定した関与概念を適切に測定するため、既存尺度をプールし、
新たな項目を加えた上でその整合性を確認し、消費者調査を行った。分析結果を踏まえて、本
研究の概念規定に沿った尺度を構築した。 
全体として、本研究では当初の計画時点で考えていた概念整理や尺度構築について、一定以
上の成果を得ることができたと考える。 
なお、本研究の詳細な内容および成果については、論文の投稿前であるため今後の論文発表



をもって詳細を開示する。現在、分析が完了し、詳細な解析と論文の執筆に取り組む予定であ
る。 
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